
742,246,582 715,969,741 638,487,000

決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

1 目
公立学校施設災害復旧
費

77,482,741

目的及び事業内容

【目的】
生徒の安全確保はもとより、一日も早く良好な教育環境を確保するため、災害により被害を受けた学校
施設の修繕及び工事を実施し、加えて建設済みの仮設校舎の維持管理を行う。
【事業内容】
補修、仮設校舎借上、備品購入等

取　組　実　績

平成26年度　実施概要
①災害復旧修繕　事業完了：12校
【平成25～26年度】
石巻小学校、山下小学校
【平成26年度】
東浜小学校、稲井小学校、向陽小学校、大須小学校、中津山第一小学校、中津山第二小学校、桃生小学
校、鮎川小学校、大原小学校、寄磯小学校

②仮設校舎借上料（門脇小学校・大川小学校・雄勝小学校）
※門脇小学校終了・大川小学校及び雄勝小学校は平成27年度も継続

③【平成26年度】プール付属棟建設（向陽小学校・住吉小学校）

④【平成24～26年度】万石浦小学校屋内運動場改築事業

成　　　　果

成果に係る評価

平成26年度　災害による修繕、校舎改築に伴う仮設校舎借上、プール付属棟の建設、屋内運動場改築事
業の完了または事業着手が図られた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額

款 災害復旧費
総
合
計
画

未来の人を育てる

( 1 )
学校教育・社会教育施
設等の復旧・復興

小学校災害復旧費

事業コード 004-101-001-00473 事　業　名 小学校災害復旧事業

平成26年度　災害復旧修繕、仮設校舎借上げ、プール付属棟建設工事、屋内運動場改築事業の各事業を
実施した。

予
算
科
目

復
興
計
画

( 4 )
未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

4 項 文教施設災害復旧費 ( 1 )

11

実施計画
掲載ページ

Ｐ187 中　事　業
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平成26年度　災害復旧修繕、仮設校舎借上、豪雨対策事業を実施した。

また門脇中学校災害復旧事業、住吉中学校武道場建設事業を着手し、平成27年度に事業完了予定。

165,861,287

成　　　　果

成果に係る評価

平成26年度　修繕、仮設校舎借上、門脇中学校災害復旧事業、住吉中学校武道場建設、豪雨対策事業を
着手・実施し、災害復旧事業が推進された。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

474,385,586 378,928,287 213,067,000

取　組　実　績

平成26年度　実施概要
①災害復旧修繕　事業完了：8校　平成26年度事業着手→平成27年度事業繰越：1校(門脇中学校)
Ⅰ事業完了校内訳
【平成25～26年度】
住吉中学校、山下中学校、河南東中学校、河南西中学校
【平成26年度】
蛇田中学校、稲井中学校、青葉中学校、桃生中学校
Ⅱ【平成26年度事業着手→平成27年度へ繰越】
門脇中学校：クラック、ガラス破損等修繕実施予定※耐震補強事業、老朽化対策事業と同時に実施

②仮設校舎借上料（渡波中）※平成28年度まで借上継続

③【平成26年度事業着手→平成27年度へ繰越】住吉中武道場建設事業

④【平成26年度】平成26年9月11日豪雨関係災害復旧修繕（門脇中擁壁等・荻浜中校庭改修・側溝土砂
上げ等）

※平成28年度の渡波中学校仮設校舎借上にて事業完了予定

目的及び事業内容

【目的】
生徒の安全確保はもとより、一日も早く良好な教育環境を確保するため、災害により被害を受けた学校
施設の修繕及び工事を実施し、加えて建設済みの仮設校舎の維持管理を行う。
【事業内容】
補修、仮設校舎借上、武道場建設等

実施計画
掲載ページ

Ｐ187 中　事　業 中学校災害復旧費

事業コード 004-101-001-00475 事　業　名 中学校災害復旧事業

予
算
科
目

復
興
計
画

( 4 )

4 項 文教施設災害復旧費 ( 1 ) 未来の人を育てる

11 款 災害復旧費
総
合
計
画公立学校施設災害復旧

費
1 目 ( 1 )

学校教育・社会教育施
設等の復旧・復興

未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる
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予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

64,430,400 64,157,178 64,157,178

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

　平成29年度開校に向け、基本実施設計等について予定通り事業を進めることができたので、事業を継
続する必要がある。

　平成25年度

　基本実施設計等に着手し、平成29年度開校に向け、予定通りに事業が執行できている。

　・渡波中学校建設基本構想検討委員会を開催し、基本構想を策定。

  平成26年度

　・基本計画、基本実施設計

  ・地質調査

  ・埋蔵文化財発掘調査

　

　

事　業　名 渡波中学校移転新築事業（災害復旧事業）

復
興
計
画

目的及び事業内容

　東日本大震災により被災した渡波中学校の移転新築を実施する。

・災害復旧事業：校舎、屋内運動場、プール、外構等
・復興交付金事業：武道場、渡中プラザ、ランニングコース、太陽光発電設備等
　※渡波中は校舎、屋内運動場、武道場、プールが合築している。

事業コード 004-101-001-00895

実施計画
掲載ページ

Ｐ191 中　事　業 中学校災害復旧費（移転新築事業）

予
算
科
目

款 災害復旧費
総
合
計
画

第  章

1 目
公立学校施設災害復旧
費

(  )

( 4 )
未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

4 項 文教施設災害復旧費 第  節 ( 1 ) 未来の人を育てる

( 1 )
学校教育・社会教育施
設等の復旧・復興

11
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241,620,016

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

277,228,036 241,620,016

目的及び事業内容

　東日本大震災により被災した雄勝小学校、船越小学校及び雄勝中学校の移転新築を実施する。
　なお、船越小学校について、平成25年4月に雄勝小学校へ統合済み。
　また、大須小学校と大須中学校は、併設校開校時にそれぞれ統合する。

・災害復旧事業：校舎、屋内運動場、プール、外構等
・復興交付金事業：県道側溝改修、散策路、植栽、太陽光発電設備等（別事業に掲載）

取　組　実　績

成　　　　果

成果に係る評価

　平成29年度開校に向け、基本実施設計等について予定通り事業を進めることができたので、事業を継
続する必要がある。

　平成25年度

　基本実施設計、用地造成工事等に着手し、平成29年度開校に向け、予定通りに事業が執行できてい

　

　

　

　

　・雄勝地区統合小・中学校建設基本構想検討委員会を開催し、基本構想を策定。

　・測量

　・地質調査(用地造成)

　・不動産鑑定

実施計画
掲載ページ

Ｐ191 中　事　業
小学校災害復旧費（移転新築事業）
中学校災害復旧費（移転新築事業）

事業コード 004-101-001-00894 事　業　名 雄勝地区統合小・中学校移転新築事業（災害復旧事業）

復
興
計
画 学校教育・社会教育施

設等の復旧・復興

予
算
科
目

11 款 災害復旧費
総
合
計
画

第  章

1 目
公立学校施設災害復旧
費

(  )

4 項 文教施設災害復旧費 第  節 ( 1 ) 未来の人を育てる

( 4 )
未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

( 1 )

　・立木補償調査

　平成26年度

　・建物基本計画、基本実施設計

　・用地造成基本実施設計

　・地質調査（建物）

　・用地購入

　・立木補償

　・用地造成工事及び工事監理

る。
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成果に係る評価

　Ｈ26年度では、ポンプ置場1棟を復旧整備した。
　今後も、地域住民の安全で安心して生活できる環境の確保のため、ポンプ置場を計画的に復旧・整備
していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

24,826,712 24,826,712 7,032,000 17,794,712

 Ｈ26年度において2棟の新築を予定していたが、1棟は年度内に完成し、残り1棟はＨ27年度に繰り越し
た。

成　　　　果

　消防団ポンプ置場を新築することにより、当該地区の消防力が復旧し、地区住民の安全で安心して生
活できる環境の確保が図られた。

区分
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｈ25 1棟 1棟 100％

Ｈ26 2棟 1棟 50％

目的及び事業内容

　震災により被災した消防団の活動拠点である消防団ポンプ置場を復旧・整備し、地区住民の安全で安
心して生活できる環境の確保を図る。

取　組　実　績

　震災により被災した消防団の活動拠点である消防団ポンプ置場を新築した。

ポンプ置場名称 建築場所 事業内容

石巻市消防団石巻地区団第九分団第三部佐須
班

石巻市渡波字佐須藤ヶ崎10番1
地内

木造平屋建

実施計画
掲載ページ

Ｐ166 中　事　業 消防施設等災害復旧費

予
算
科
目

11

その他公用施設災害復
旧費

復
興
計
画

( 2 )
市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

事業コード 002-402-002-00403 事　業　名 消防ポンプ置場復旧整備事業

5 項
その他公共施設・公用
施設災害復旧費

款 災害復旧費
総
合
計
画

1 目 ( 2 )
消防施設等の復旧・再
編

( 4 )
各種公共施設の復旧と
復興
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（単位：円）

成果に係る評価

　Ｈ26年度では、現年度分7台、Ｈ25年度繰越分1台、計8台の非常備消防車両を復旧整備した。
　今後も、火災等の災害から地域住民の生命と財産を保護し、安全で安心して生活できる環境の確保の
ため、非常備消防車両の復旧整備は、復旧可能となった班から、早急に行う必要がある。

予算の執行状況
予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 一般財源

83,668,000 83,667,600 54,026,000 29,641,600

0％

Ｈ26
Ｈ25繰越 － 1台

100％
Ｈ26現年 7台 7台

石巻市消防団河北地区団第四分団釜谷班

石巻市消防団北上地区団第二分団月浜班

石巻市消防団牡鹿地区団第九分団泊班

※牡鹿地区団寄磯班の消防ポンプ自動車はＨ25年度に復旧・整備予定であったが、繰越して
  Ｈ26年度に整備した。

成　　　　果

　非常備消防車両を復旧整備したことにより、消防設備の回復と地域消防力が向上され、地域住民が安
全で安心して生活できる環境の確保が図られた。

区分 予算
成果指標

達成率等
目標値 実績等

Ｈ25 Ｈ25現年 1台 0台

目的及び事業内容

　被災した非常備消防車両を復旧整備することにより、消防設備の充実と地域消防力の向上を推進し、
地域住民が安全で安心して生活出来る環境の確保を図る。

取　組　実　績

　消防車両復旧更新計画に基づき、消防ポンプ自動車3台、小型動力ポンプ付積載車5台、計8台を整備
した。

車　 種 台　数 配 置 場 所

消防ポンプ自動車 3台

石巻市消防団石巻地区団第七分団第一部湊班

石巻市消防団石巻地区団第九分団第ニ部万石班

石巻市消防団牡鹿地区団寄磯班（Ｈ25繰越)

小型動力ポンプ付積載車 5台

石巻市消防団石巻地区団第十分団第一部折浜班

石巻市消防団石巻地区団第十分団第二部侍浜班

実施計画
掲載ページ

Ｐ167 中　事　業 消防施設等災害復旧費

予
算
科
目

11 款 災害復旧費
総
合
計
画

1 目
その他公用施設災害復
旧費

市民の不安を解消し、これま
での暮らしを取り戻す

事業コード 002-402-002-00405 事　業　名 非常備消防車両整備事業

5 項
その他公共施設・公用
施設災害復旧

( 4 )
各種公共施設の復旧と
復興

復
興
計
画

( 2 )

( 2 )
消防施設等の復旧・再
編
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復興公共事業用地取得費（土地取得特別会計）

第  節

（単位：円）

　被災市街地復興土地区画整理事業地について、用地の取得を行った。

1　石巻市新蛇田南地区　　　　　　Ａ＝8,338.00㎡
2　石巻市新蛇田南第２期地区　　　Ａ＝14,951.25㎡

　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　計　Ａ＝23,289.25㎡

事業収入

復興公共事業用地取得事業

その他

事　業　名

実施計画
掲載ページ

目的及び事業内容

予算の執行状況

160,800,000

　新市街地整備に係る用地取得により、都市基盤の早期復旧・復興に向けた事業の推進が図られ、誰も
が安全・安心で、快適な住まいの場を整備するための準備が整った。

(  )

国(県)支出金 地方債

(  )(  )

土地取得費

土地取得費

成果に係る評価

事業コード

110,180

目

　都市基盤の早期復旧・復興を図り、東日本大震災により住まいの場を失った方々へ、安全・安心な内
陸部の住宅地を供給するため、新市街地として整備するための用地取得を実施する。

1 項

総
合
計
画

成　　　　果

取　組　実　績

予
算
科
目

復
興
計
画

(  )

1

3 第  章款

249,578,508 160,910,180

中　事　業

　用地買収を進め、平成26年度で全ての住宅地の整備をするための土地が確保できたことから、早期に
住宅地を提供することが可能となった。

予算額 決算額

決算額の財源内訳

復興公共事業用地取得費
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予
算
科
目

1 款 管理費
総
合
計
画

第  章

3 目 東日本大震災関係費 (  )

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

2 項 雨水排水施設管理費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

実施計画
掲載ページ

Ｐ143 中　事　業 内水排除対策費（下水道事業特別会計）

事業コード 001-301-004-00567 事　業　名 排水ポンプ設置事業（冠水対策）

復
興
計
画

目的及び事業内容

　東日本大震災により生じた地盤沈下による冠水被害に対応するため、また、ポンプ場の整備が完了す
るまでの間、臨時的に仮設ポンプを設置し強制排水を行い、被害の軽減化を図るもの。
（対象区域）公共下水道事業認可区域

取　組　実　績

◎市全体の仮設ポンプ設置箇所数と設置台数　（H27.3.31現在）

　　　　48箇所、110基

　・設置箇所数（一般会計分）

   　 　34箇所

　　 　＊北上川右岸（住吉、中央、門脇地区）、流留・赤堀・沢田・折立地区等に設置した。

　・設置箇所数（下水道特別会計分）

　 　14箇所

　　＊北上川左岸（湊地区）、渡波・万石浦地区に設置した。

　・設置台数（一般会計分） 　・設置台数（下水道特別会計分）

　　　　φ150　　　 　20基 　　　　φ100　　　　　4基

　　　　φ200　　　 　42基 　　　　φ150　　　 　 5基

　　　　φ250　　　    4基 　　　　φ200　　　 　11基

　　　　φ350　　　　 13基 　　　　φ350　　　 　11基

　　　　合計 　　　　 79基 　　　　合計 　　　　 31基

成　　　　果

　高潮や降雨時の冠水被害を最小限に抑えるとともに、歩行者及び車輌の円滑な通行を確保することが

できた。

　地盤沈下による冠水被害を防止するため、仮設ポンプによる強制排水を行うことにより被害の拡大防

止を図ることが出来た。

成果に係る評価

　予測不可能な激しい豪雨には対応が困難だが、高潮や降雨時に仮設ポンプを稼働させることにより、
通常の大雨等には概ね対応ができ、冠水被害の拡大防止が図られ、地域住民の安全に寄与できた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

122,000,000 112,570,550 105,722,796 6,847,754
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石巻 φ150～300㎜ 施工延長 施工延長累計

河北 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

河南 φ150～200㎜ 施工延長 施工延長累計

桃生 φ150㎜ 施工延長 施工延長累計

平成26年度施工延長合計

施工済み延長累計 圧送φ50～1350㎜ 588,138.01ｍ（石巻･河北･河南･桃生･雄勝･北上･牡鹿)

石巻 57.46ha　整備面積累計　1,647.52ha 河北 2.22ha　整備面積累計　187.28ha

河南 1.63ha　整備面積累計　　318.30ha 桃生 3.67ha　整備面積累計　180.73ha

平成26年度整備面積合計 64.98ha   (石巻･河北･河南･桃生）

整備済み面積累計   2,547.53ha  （石巻･河北･河南･桃生･雄勝･北上･牡鹿)

　普及率：宮城県平均79.0％に対し61.4％とまだ低い水準にあるが、平成25年度との比較では宮城県

※普及率及び整備率：震災による下水道管被災や避難状況は反映していない。

12,083.28ｍ

13,437.72ｍ

予算の執行状況
決算額

931,091,316

61.4％

68.4％

廃止

(県移管分を含む。)

0.1％の伸びに対し、石巻市0.8％の伸びとなった。

汚水

下流
東部
流域

下流
流域

単独

地区

石巻

河北

桃生

計

33.9％

60.6％

河南

Ｈ25 Ｈ26

82.4％

37.2％

53.4％

70.8％

北上

成果に係る評価

77.3％

51.6％

Ｈ26

77.6％

43.3％

69.1％

70.6％

47.6％

34.8％ 85.4％

64.7％

36.5％

58.5％

82.2％

39.0％

54.5％

53.3％

48.1％

43.4％

70.5％

70.6％

50.1％

100.0％

100.0％

予
算
科
目 1

2
目

2 款 建設費

公共下水道建設費

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　平成26年度公共下水道建設事業実績

1　汚水管渠施設施工延長

50.9％

64.3％

廃止

49.7％

事業コード

　生活環境の改善及び公共用水域の水質保全、大雨による浸水被害の防除を図るため、公共下水道を整
備する。
・全体計画面積　4,112.8ha
・全体計画処理人口　110,180人目的及び事業内容

100.0％

59.9％58.8％合　計

50.2％

牡鹿

1 項

総
合
計
画

公共下水道建設費
特定環境保全公共下水道建設費

(  )

Ｐ84 中　事　業

自然環境を保全する

599.87ｍ

675.46ｍ

石巻

計

62.8％

64.3％

河北

雄勝

予算額

1,825,884,850

決算額の財源内訳

事業収入

2　汚水処理整備面積施工実績

005-001-001-00207 事　業　名 公共下水道建設事業

第 1 節

( 1 )

(  )

(  )

第 5 章

44,523,316501,900,000

地方債国(県)支出金

384,668,000

公共下水道建設事業費、特定環境保全公共下水道建設事業費
（下水道事業特別会計）

61,423.75ｍ

27,325.63ｍ

79.11ｍ

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

整備率普及率

63.2％

34.2％

57.0％

64.1％

29.5％

71.2％

  下水道施設は健全な都市環境に欠かせない社会資本であり、今後も更なる整備が求められているが、
東日本大震災による災害復旧・復興事業と並行して新たな面整備事業を行っており、国からの予算や人
員等の確保など厳しい面もあるが、効率的に事業を進めていく必要がある。

その他

（単位：円）

Ｈ25

400,269.44ｍ

40,632.40ｍ
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計

計

3,822 千円 785 千円

(5） 石巻東部浄化センター２系最初沈澱池機械設備長寿命化工事

Ｐ84 中　事　業

北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金

(3） 金沢橋橋梁添架（管渠）

1  工事関係

第 1 節

( 1 )

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち

豊かな自然を次世代に
継承する

自然環境を保全する (  )

事業収入

(2） 女川幹線（管渠）長寿命化外工事 85,521 千円 17,557

005-001-001-00208 事　業　名

(  )

第 5 章

320,67440,300,000

地方債国(県)支出金

東部流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

千円

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

(  )
予
算
科
目

1 目

2 款 建設費

流域下水道建設費

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、女川町を構成市町とする県営の北上川下流東部流域下水道事業における、処理施設、管渠等
の整備費の一部を、北上下流東部流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ27.2.20）及び下
水道法の規定に基づき負担するものである。

負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×市町負担割合
石巻市：82.12％  女川町：17.88％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　宮城県において、震災を踏まえた流域下水道の全体計画の見直しを行い、関連市町との調整を図りな
がら計画的に浄化センターや幹線管渠の整備を図ることにより、水洗化の普及を行うとともに、公共水
域の水質保全及び生活環境の改善が図られる。

　平成26年度北上川下流東部流域下水道建設費県営事業負担金実績

　事業内容

予算の執行状況
予算額

40,621,000

決算額の財源内訳

決算額

40,620,674

その他

（単位：円）

工事等名称 事業費 負担金

(1)　石巻第１ポンプ場外無停電電源装置長寿命化工事 3,780 千円 776 千円

2,995 千円 615 千円

(6） 石巻東部浄化センター２系反応タンク計装機器長寿命化工事 32,404 千円 4,435 千円

(4） 石巻東部浄化センター（建築）水処理棟長寿命化工事

180,715 千円 31,311 千円

2  委託関係等

業務等名称 事業費 負担金

Ｈ26

(1)　河北桃生幹線外（管渠）長寿命化詳細設計 8,982 千円 1,844 千円

(2)　石巻東部浄化センター（設備）長寿命化詳細設計 21,191 千円 4,351

53.4％

39,046 千円 9,310 千円

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

主な指標項目 地区別 Ｈ24 Ｈ25

77.6％

河北地区 33.8％

82.0％ 82.4％

河北地区 33.7％ 37.2％

桃生地区 51.4％

千円

82.2％

普及率

石巻地区

43.3％

桃生地区 49.1％ 69.1％

39.0％

82.0％

43.4％

70.5％

(4)　その他（補償費、事務費、元利償還負担等） 7,886 千円 2,912

54.5％

77.3％

整備率

石巻地区

52,193 千円 7,143 千円

(3)　効率的な事業実施のための計画策定 987 千円 203 千円

千円
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事業費

47.1％

千円

千円

2  委託関係等

(1)　効率的な事業実施のための計画策定 741 千円 134

2,767

49.7％

36.5％

石巻地区 47.6％ 50.1％

河南地区

Ｈ25 Ｈ26

53.3％

石巻地区 62.5％ 64.7％

68.3％

負担金

千円

千円

河南地区 35.5％ 34.2％

計

7,653

業務等名称

主な指標項目

予算の執行状況
予算額

45,740,000

決算額の財源内訳

決算額

45,739,271

その他

45,700,000

成果に係る評価

事業コード

  石巻市、東松島市を構成市とする県営の北上川下流流域下水道事業における、処理施設、管渠等の整
備費の一部を、北上下流流域下水道建設費に係る費用負担に関する覚書（Ｈ27.2.20）及び下水道法の
規定に基づき負担するものである。

負担額＝（県営事業費-国庫負担額）×1/2×各市負担割合
石巻市：72.25％  東松島市：27.75％

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　宮城県において、震災を踏まえた流域下水道の全体計画の見直しを行い、関連市町との調整を図りな
がら計画的に浄化センターや幹線管渠の整備を図ることにより、水洗化の普及を行うとともに、公共水
域の水質保全及び生活環境の改善が図られる。

　平成26年度北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金実績

千円

千円

2 項

総
合
計
画

流域下水道建設費

(  )建設費

流域下水道建設費

西部流域下水道建設費県営事業負担金（下水道事業特別会計）

　事業内容

予
算
科
目

1 目

2 款

005-001-001-00209

（単位：円）

千円

整備率

324,061 千円 42,838

8,394

工事等名称 事業費

地方債国(県)支出金

千円

普及率

地区別 Ｈ24

39,271

63.2％

2,901

(2)　その他（事務費、元利償還負担等）

　宮城県が浄化センター及び幹線管渠等を整備することにより、流域関連公共下水道として面的整備工
事を実施できることから、水洗化の普及が図られ、公共用水域の水質保全及び生活環境の改善に寄与し
た。

(2)　石巻浄化センター汚水ポンプ・沈砂池設備増設（機械・電気）工事 30,574 千円 5,522

復
興
計
画

心豊かな誇れるまち第 5 章

1  工事関係

計

事業収入

負担金

(1)　矢本ポンプ場外無停電電源装置長寿命化工事 1,312

自然環境を保全する (  )

事　業　名

千円

237

(  )

Ｐ85 中　事　業

北上川下流流域下水道建設費県営事業負担金

第 1 節

( 1 )

豊かな自然を次世代に
継承する

(6)　石巻浄化センター送風機・用水設備増設（機械・電気）工事 97,691 千円 11,764 千円

(3)　石巻浄化センター中央監視設備長寿命化工事 30,141 千円 4,104 千円

(4)　石巻浄化センター冷温水発生機長寿命化工事 23,601 千円 4,263 千円

(5)　石巻浄化センター水処理施設２系列増設（覆蓋）工事 140,742 千円 16,948 千円
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合併処理浄化槽設置補助の実施

予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第 5 章

1 目 浄化槽整備推進事業費 ( 1 )

(  )

自然環境を保全する (  )

1 項 浄化槽建設費 第 1 節
豊かな自然を次世代に
継承する

(  )

心ゆたかな誇れるまち

実施計画
掲載ページ

Ｐ85 中　事　業 浄化槽整備推進事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 005-001-001-00612 事　業　名 浄化槽市町村整備推進事業

復
興
計
画

目的及び事業内容

　北上総合支所所管区域内の公共下水道以外の区域を対象に、生活排水による公共用水域の水質汚濁を
防止するため、浄化槽を整備することにより、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資することを目的
とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

設置基数 2基 1基 0基 3基

補助金額 1,976,400 1,123,200 0円 3,099,600円

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

補助設置基数（基） 8 9 3

成果に係る評価

　豊かな自然環境を次世代に継承するためには、公共下水道等の集合処理施設の整備だけでは、目標を
達成することは困難であり、集合処理区域から外れた地域における浄化槽整備も並行して推進していく
ことが不可欠となっている。
  平成26年度は多少の減はあるもの、市町村設置型の浄化槽の整備を進めることができた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

3,195,000 3,194,074 622,000 2,572,074
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合併処理浄化槽設置補助の実施

予
算
科
目

2 款 建設費
総
合
計
画

第  章

2 目 東日本大震災関係費 (  )

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

1 項 浄化槽建設費 第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

実施計画
掲載ページ

Ｐ144 中　事　業 浄化槽復興整備事業費（浄化槽整備事業特別会計）

事業コード 001-301-005-00616 事　業　名 浄化槽集中導入事業（市町村設置型）

復
興
計
画

目的及び事業内容

　北上総合支所管内の公共下水道以外の区域において、東日本大震災による浸水区域内の住宅等及び防
災集団移転促進事業造成団地に新築する住宅等対象に、また、北上・雄勝・牡鹿総合支所所管内におい
て、公共下水道の代替施設として、生活排水による公共用水域の水質汚濁を防止するため、浄化槽を整
備することにより、市民生活の復興を図るとともに、生活環境の改善及び公衆衛生の向上に資すること
を目的とする。

取　組　実　績

5人槽 7人槽 10人槽 計

設置基数 5基 6基 0基 11基

補助金額 5,086,800円 7,603,200円 0円 12,690,000円

成　　　　果

主な指標項目 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

補助設置基数（基） - 1 11

成果に係る評価

　平成26年度は 北上総合支所管内の防災集団移転促進事業が進み、市町村設置型の浄化槽の整備を進
めることができた。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

12,690,000 12,690,000 12,690,000
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【新蛇田地区】

・ 都市計画決定 平成24年3月30日

・ 事業計画認可 平成24年7月20日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 ％

1,277,269,380 1,158,960,739

11.886

3,067,700,550 3,007,830,1193,067,700,550 3,007,830,119

　86戸供給した戸建住宅地では住宅の建築が開始されている。また、復興公営住宅用地、沿道業務用地
等の供給も開始した。今後も被災された方々の一刻も早い仮設住宅からの移転、住宅再建のための集団
移転先の早急な確保及び良好かつ健全な市街地の形成に向けた区画整理事業を推進していく必要があ
る。

成果に係る評価

成　　　　果

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を実施することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を図っている。
　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を実施することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を図っている。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 その他 事業収入

571,600,000

地方債

計 1,265世帯

730

3,967,568

6,925,000

22.8

計画戸数

3,300人

9,974,179

Ｈ26実績 進捗率

375,000

計画額総事業費

3,592,568

3,268,0009,870,000

9,974,179

26.78ha 3.13ha

共同住宅（公営）

区　　分 戸　数

535世帯

15.57ha

想定人口

一戸建て住宅

0.97ha

730世帯 1,900人

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地 その他 計

46.45ha

実施計画
掲載ページ

Ｐ129 中　事　業 新蛇田地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード

2

面　積

001-301-001-00698 事　業　名 土地区画整理事業（新蛇田地区）〔復興交付金〕

目 ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興新蛇田地区事業費 (  )

みんなで築く災害に強
いまちづくり復

興
計
画

( 1 )

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 )

1,400人

減災まちづくりの推進

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

計画額
累　計

決算額

330,868

1,943,137

3,007,830

決算額
累　計

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

375,000

実績等

3.3330,868

2,274,005

5,281,835

（金額単位：千円）

達成率

88.2

57.3

76.3

成果指標

3.8

39.8

70.2 53.5

目標値
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【新渡波地区】

・ 都市計画決定 平成24年8月7日

・ 事業計画認可 平成24年12月27日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

（戸建住宅地供給）

戸 戸 ％

決算額

22,130

479,632

630,612

決算額
累　計

22,130

501,762

1,132,374 32.2

目標値

3.7

42.8

77.2

成果指標計画額
累　計

132,000

1,542,000

2,717,000

達成率

16.8

32.5

41.7

実績等

0.6

3,521,000

3,607,000

3,607,000

総事業費 計画額

132,000

1,410,000

1,306,000

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

13.9

649,661,000 630,611,568 242,500,000

決算額の財源内訳

272,942,568

事業収入

115,169,000

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

国(県)支出金 地方債 その他

　15戸供給した戸建住宅地では住宅の建築が開始されている。また、復興公営住宅用地、沿道業務用地
の供給も開始し、平成27年度には中学校用地等の供給を予定している。今後も被災された方々の一刻も
早い仮設住宅から移転、住宅再建のための集団移転先の早急な確保及び良好かつ健全な市街地の形成に
向けた区画整理事業を推進していく必要がある。

成　　　　果

共同住宅（公営） 109世帯 280人

計 281世帯 730人

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を実施することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を図っている。

計画戸数 Ｈ26実績

17.75ha

区　　分 想定人口

一戸建て住宅 172世帯 450人

面　積 8.02ha 0.88ha

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地 その他

戸　数

事業コード

予
算
科
目

1 項

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

( 3 ) 減災まちづくりの推進

実施計画
掲載ページ

Ｐ130 中　事　業 新渡波地区事業費（市街地開発事業特別会計）

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

3 目 新渡波地区事業費

震災復興土地区画整理
事業費

第  節

( 1 )
みんなで築く災害に強
いまちづくり

001-301-001-00701 土地区画整理事業（新渡波地区）〔復興交付金〕

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

事　業　名

（金額単位：千円）

進捗率

172 15 8.7

(  )

復
興
計
画

計

6.50ha 2.35ha
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【新渡波西地区】

・ 都市計画決定 平成24年11月27日

・ 事業計画認可 平成25年3月28日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

復
興
計
画

( 1 )
予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

4

みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

事　業　名 土地区画整理事業（新渡波西地区）〔復興交付金〕

目 新渡波西地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

公共用地 その他 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ130 中　事　業 新渡波西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00702

5.25ha 0.35ha 4.58ha 0.95ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地

550人

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を実施することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を図っている。

11.13ha

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 83世帯 210人

面　積

地方債 その他 事業収入

成　　　　果

共同住宅（公営） 130世帯 340人

計 213世帯

275,900,000

決算額の財源内訳

343,169,019

　平成27年度に戸建住宅地、復興公営住宅用地、沿道業務用地、消防署建設用地などの供給を予定して
いる。今後も被災された方々の一刻も早い仮設住宅からの移転、住宅再建のための集団移転先の早急な
確保及び良好かつ健全な市街地の形成に向けた区画整理事業を推進していく必要がある。

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

657,815,000 619,069,019

国(県)支出金

Ｈ25

Ｈ26

実績等

成果指標

目標値

9.8

34.5

30.8

58.7

総事業費

2,452,000

2,492,000

計画額
計画額
累　計

754,260

1,463,300

754,260

709,040

（金額単位：千円）

決算額

240,452

619,069

決算額
累　計

240,452

859,521

達成率

31.9

58.7

- 365 -



【あけぼの北地区】

・ 都市計画決定 平成25年2月19日

・ 事業計画認可 平成25年4月25日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

実績等

49.4

77.5

30.4

60.5

達成率

61.6

78.1

416,342

423,861

決算額
決算額
累　計

416,342

840,203

計画額

676,000

391,000

計画額
累　計

676,000

1,076,000

Ｈ25

Ｈ26

総事業費

1,369,000

1,389,000

事業収入

467,430,000 423,861,121 123,600,000 181,977,240 118,283,881

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

　復興公営住宅用地を供給。平成27年度には戸建住宅地、沿道業務用地等の供給を予定している。今後
も被災された方々の一刻も早い仮設住宅からの移転、住宅再建のための集団移転先の早急な確保及び良
好かつ健全な市街地の形成に向けた区画整理事業を推進していく必要がある。

成　　　　果

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を実施することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進を図っている。

成果指標

目標値

0.57ha

共同住宅（公営） 162世帯 420人

計 204世帯 530人

5.60ha

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 42世帯 110人

面　積 2.94ha 2.03ha 0.06ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地 雑種地 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ129 中　事　業 あけぼの北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00700 事　業　名 土地区画整理事業（あけぼの北地区）〔復興交付金〕

目 あけぼの北地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興5

みんなで築く災害に強
いまちづくり

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

（金額単位：千円）

復
興
計
画

( 1 )
予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章
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【新蛇田南地区】

・ 都市計画決定 平成25年2月19日

・ 事業計画認可 平成25年10月24日

(土地利用計画)

（人口計画）

％ ％ ％

％ ％ ％

その他

　平成27年度に戸建住宅地、復興公営住宅用地、沿道業務用地等の供給を開始する予定。今後も被災さ
れた方々の一刻も早い仮設住宅からの移転、住宅再建のための集団移転先の早急な確保及び良好かつ健
全な市街地の形成に向けた区画整理事業を推進していく必要がある。

事業収入

1,034,119,520 978,818,615 545,200,000 433,618,615

成　　　　果

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を実施することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転先の確保に向けた事業の推進が図っている。

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

共同住宅（公営） 327世帯 850人

計 744世帯 1,930人

区　　分 戸　数 想定人口

一戸建て住宅 417世帯 1,080人

面　積 16.73ha 2.26ha 8.39ha 27.38ha

目的及び事業内容

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として、良好かつ健全な市街地を形成する。

取　組　実　績

種　別 住宅地 沿道業務地 公共用地 計

実施計画
掲載ページ

Ｐ129 中　事　業 新蛇田南地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード 001-301-001-00699 事　業　名 土地区画整理事業（新蛇田南地区）〔復興交付金〕

予
算
科
目

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

6 目 新蛇田南地区事業費 (  )

Ｈ25

Ｈ26

総事業費 計画額
計画額
累　計

745,000 745,000

6,542,000 1,485,000

復
興
計
画

( 1 )

決算額

( 1 )

（金額単位：千円）

みんなで築く災害に強
いまちづくり

都市基盤の復旧・復興

1,114,403

成果指標

目標値 実績等
決算額
累　計

135,584 135,5846,703,000

達成率

11.1

34.2

2.0

17.0

18.2

49.82,239,000 978,819
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【新蛇田南地区】

・ 都市計画決定 平成25年10月22日

・ 事業計画認可 平成26年5月1日

(土地利用計画)

％ ％ ％

復
興
計
画

住宅地 計

13.70ha

公共用地

6.14ha

業務施設用地

1.54ha

公共公益的施設用地

2.79ha

款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

事業コード

1 項
震災復興土地区画整理
事業費

第  節

新蛇田南第二地区事業
費

(  )

土地区画整理事業（新蛇田南第二地区）〔復興交付金〕土地区画整理事業（新蛇田南第二地区）〔復興交付金〕事　業　名

実施計画
掲載ページ
実施計画

掲載ページ
中　事　業 新蛇田南第二地区事業費（市街地開発事業特別会計）

予
算
科
目

1

7 目

成　　　　果

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、調査・設計業務、造成工事等を開始することにより、早急
な都市基盤の復旧・復興、集団移転される市民の住環境向上のため事業の推進が図っている。

Ｈ26

　土地区画整理事業の実施により、都市基盤の早期復旧・復興を図り、震災により移転を余儀なくされ
た市民の集団移転先として新蛇田地区、新蛇田南地区の整備を進めているが、その両地区へ移転される
市民の住環境の向上を図るべく公共公益的施設を整備するとともに、良好かつ健全な市街地を形成す
る。

取　組　実　績

目的及び事業内容

種　別

面　積 3.23ha

成果に係る評価

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他

　平成27年度に宮城県合同庁舎用地を供給予定。平成28年度以降には業務用地等の供給を予定してい
る。今後も被災され新蛇田、新蛇田南地区に移転される方々の住環境向上のため区画整理事業を推進し
ていく必要がある。

事業収入

340,014,000 251,996,271 251,996,271

2,638,500 700,000 700,000 251,996 251,996

総事業費 計画額
計画額
累　計

決算額
決算額
累　計

（金額単位：千円）

26.5 9.6 36.0

目標値 実績等
達成率

成果指標
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　施行面積：23.7ha

第1回事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

・事業計画決定 →　第１回変更：Ｈ26年5月27日

【H26年度事業実施概要】

設計業務 換地設計一式、実施設計一式　他

用地買取 17,365.73㎡

移設工事 電柱：7本、地下ケーブル：マンホール嵩上分3基、地下ケーブル：170ｍ

移転補償 建物：1件、工作物：10件、損失：10件

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※1　目標値及び実績値については、累計値としている。

（成果指標積算）施行期間：Ｈ25年度～Ｈ30年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

1,897,751,993 1,876,422,682 1,876,422,682

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

98.4 - -

Ｈ30

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　他事業（高盛土道路、河川堤防及び上下水道等のインフラ整備）関係機関とのスケジュール調整を綿
密に行いながら、効率的に継続して事業を実施していく必要がある。

98.9Ｈ26 1,897,752 20.6 1,876,423 20.49,209,301 9,187,259

年度 計画額（Ｂ） 目標(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｄ) 実績(Ｄ/Ｃ)計画事業費
計(Ａ)

実質事業費
計(Ｃ)

Ｈ26 33.6

Ｈ27 88.9 - -

Ｈ28 96.7 - -

33.4 98.9

事業内容

成　　　　果

　第1回事業計画変更を経て、地権者への仮換地説明会等を実施し、地区内の仮換地指定率：約92％を
達成した。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、都市基盤の復興に
向けた事業の推進が図られた。

区　　分
成　果　指　標

達 成 率
目標値 実績値

Ｈ25 13.0 13.0 99.9

達成(Ｄ/Ｂ)

Ｈ25 1,193,441 13.0 1,192,726 13.0 99.9

※2（Ａ）及び（Ｃ）は施行期間の事業費合計であり、（Ａ）のＨ25とＨ26は予算額ベー
ス、（Ｃ）のＨ25とＨ26は決算額ベースで積算している。

100.0 - -

Ｈ29

実施計画
掲載ページ

Ｐ131、133、134 中　事　業 新門脇地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード
001-301-001-00704、

00839、00836
事　業　名

土地区画整理事業（新門脇地区）
街路整備事業（門脇稲井線、南光門脇線）〔復興交付金〕

予
算
科
目

目 新門脇地区事業費 (  )

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )

目的及び事業内容

　被害が甚大であった新門脇地区は、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いまちづ
くりを目指した住居系ゾーンとして位置づけられている。また、地域からの早期再建を望む声も大き
く、土地区画整理事業により、地域南部に計画されている高盛土道路整備をはじめ、避難の障害となっ
た狭隘道路や袋小路の解消、高台への安全な避難路の確保等、安全安心な市街地を形成するとともに、
地域人口の流出を抑制し、住宅再建の推進を図る。

取　組　実　績

【認可関係】

・都市計画決定 Ｈ25年2月19日

Ｈ25年9月20日

公共施設等工事
がれき撤去：17,000㎥、側溝設置：70ｍ、盛土：700㎥
仮設工事一式　他

項目

みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2

復
興
計
画
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第1回事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

→第1回変更：Ｈ26年5月21日

【H26年度事業実施概要】

設計業務

用地買取

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※1　目標値及び実績値については、累計値としている。

（成果指標積算） 施行期間：Ｈ25年度～Ｈ31年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

都市基盤の復旧・復興

Ｈ28 87.1 - -

Ｈ29 94.3 - -

実績値

Ｈ25 9.6 9.7 99.8

区　　分
成　果　指　標

達 成 率
目標値

　第1回事業計画変更を経て、地権者への仮換地説明会等を実施し、地区内の仮換地指定率：約76％を
達成した。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、都市基盤の復興に
向けた事業の推進が図られた。

目標(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｄ) 実績(Ｄ/Ｃ)

-

Ｈ26 19.7 18.5 85.7

Ｈ27 71.0 -

-

Ｈ31 -

Ｈ30

-

5,374,385

計画事業費
計(Ａ)

実質事業費
計(Ｃ)

5,295,563

※2（Ａ）及び（Ｃ）は施行期間の事業費合計であり、（Ａ）のＨ25とＨ26は予算額ベー
ス、（Ｃ）のＨ25とＨ26は決算額ベースで積算している。

達成(Ｄ/Ｂ)

85.78.8464,56210.1542,104Ｈ26

97.8

100.0 -

年度 計画額（Ｂ）

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　土地利用計画が確定していない地権者もいることから、二線堤の早期整備を図る等可住地区としての
安心感を創出していく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

9.7 99.8Ｈ25 515,650 9.6 514,370

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

542,103,959 464,561,483 464,561,483

成　　　　果

予
算
科
目

目 湊東地区事業費

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊東地区では、土地区画整理事業により、避難路や避難の障害となった狭隘道路
や袋小路を解消する公共施設を整備し、消防・救急活動や災害時の避難の円滑化を図ることで、安全安
心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制するため、復興公営住宅の配置を含めて住宅再
建や産業の再生を促す。

　　施行面積：29.6ha

取　組　実　績

【認可関係】

・都市計画決定 Ｈ25年2月19日

・事業計画決定 Ｈ25年9月20日

公共施設等工事

6,740.04㎡

実施計画
掲載ページ

Ｐ131 中　事　業 湊東地区事業費（市街地開発事業特別会計）

がれき撤去：6,000㎥、用地管理：36,810㎡
側溝設置：3,440ｍ、仮設工事一式　他

事業内容

換地設計一式、実施設計一式　他

事業コード 001-301-001-00706 事　業　名 土地区画整理事業（湊東地区）〔復興交付金〕

項目

3

復
興
計
画

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

(  ) ( 1 )
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第1回事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

→　第1回変更：Ｈ26年5月21日

【H26年度事業実施概要】

設計業務

用地買取

移転補償

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※1　目標値及び実績値については、累計値としている。

（成果指標積算） 施行期間：Ｈ25年度～Ｈ30年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

98.5

4,050,705

計画事業費
計(Ａ)

実質事業費
計(Ｃ)

4,043,009

※2（Ａ）及び（Ｃ）は施行期間の事業費合計であり、（Ａ）のＨ25とＨ26は予算額ベー
ス、（Ｃ）のＨ25とＨ26は決算額ベースで積算している。

507,221

年度 計画額（Ｂ）

100.0 -

目標(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｄ)

公共施設等工事

Ｈ28 97.0 -

Ｈ29

目標値 実績値

Ｈ25

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　土地利用計画が確定していない地権者もいることから、二線堤の早期整備を図る等可住地区としての
安心感を創出していく必要がある。

実績(Ｄ/Ｃ) 達成(Ｄ/Ｂ)

Ｈ26 27.5 27.3

603,365,430 597,671,675 597,671,675

成果に係る評価

Ｈ30

12.6 12.5 99.6

　第1回事業計画変更を経て、地権者への仮換地説明会等を実施し、地区内の仮換地指定率：約74％を
達成した。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、都市基盤の復興に
向けた事業の推進が図られた。

-

99.1

Ｈ27 92.5

　被害が甚大であった湊北地区では、土地区画整理事業により、避難路や避難の障害となった狭隘道路
や袋小路を解消する公共施設を整備し、消防・救急活動や災害時の避難の円滑化を図ることで、安全安
心な市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制するため、復興公営住宅の配置を含めて住宅再
建や産業の再生を促す。

　　施行面積：14.8ha

項目

都市基盤の復旧・復興

取　組　実　績

【認可関係】

・都市計画決定 Ｈ25年3月29日

・事業計画決定 Ｈ25年9月20日

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

12.5 99.6

Ｈ26 603,365 14.9 597,672 14.8 99.1

Ｈ25 509,225 12.6

成　　　　果

4 目 湊北地区事業費 (  )

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

( 3 ) 減災まちづくりの推進

( 1 )

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節

1 款

-

区　　分
成　果　指　標

達 成 率

実施計画
掲載ページ

Ｐ131、132 中　事　業 湊北地区事業費（市街地開発事業特別会計）

予
算
科
目

がれき撤去：3,920㎥、用地管理：29,890㎡、側溝設置：4,360ｍ
仮設工事一式　他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

5,773.49㎡

建物：4件、借家人：1件、工作物：1件

事業コード
001-301-001-00705
001-301-001-00920

事　業　名
土地区画整理事業（湊北地区）
街路整備事業（湊中央線）〔復興交付金〕

目的及び事業内容
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2回の事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

→第1回変更：Ｈ26年5月21日

→第2回変更：Ｈ27年1月16日

【H26年度事業実施概要】

設計業務

用地買取

移設工事

移転補償

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※1　目標値及び実績値については、累計値としている。

（成果指標積算） 施行期間：H25年度～H29年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

5 目 下釜第一地区事業費 (  ) ( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

2 項

事業コード
001-301-001-00703
001-301-001-00838

事　業　名
土地区画整理事業（下釜第一地区）
街路整備事業（釜大街道線）〔復興交付金〕

公共施設等工事
がれき撤去：750㎥、用地管理：9,000㎡、側溝設置：430ｍ
仮設工事一式　他

事業内容

換地設計一式、実施設計一式　他

被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 )

実施計画
掲載ページ

Ｐ130、134 中　事　業 下釜第一地区事業費（市街地開発事業特別会計）

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費

目的及び事業内容

　被害が甚大であった下釜第一地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強いま
ちづくりを目指した住居系ゾーンとして位置づけており、土地区画整理事業により、地域南部に計画さ
れている高盛土道路整備をはじめ、袋小路の解消や地域の基幹となる生活（避難）道路等、安全安心な
市街地を形成するとともに、地域人口の流出を抑制し、住宅再建の推進を図る。

　　施行面積：12.1ha

施行予定面積：12.1ha（土地の区画形質の変更、公共施設の新設または変更により、宅地の利用増進を

取　組　実　績

【認可関係】

・都市計画決定 Ｈ25年3月29日

・事業計画決定 Ｈ25年11月1日

-

8,540.67㎡

電柱：6本、光ケーブル：50ｍ

建物：1件、工作物：2件

総
合
計
画

第  章

減災まちづくりの推進

項目

成　　　　果

区　　分
成　果　指　標

達 成 率

年度 計画額（Ｂ） 目標(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｄ) 実績(Ｄ/Ｃ)

2,619,195

33.2 96.7

- -

Ｈ29 100.0

計画事業費
計(Ａ)

実質事業費
計(Ｃ)14.8

495,360,585 479,208,108 479,208,108

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　土地利用計画が確定していない地権者もいることから、二線堤の早期整備を図る等可住地区としての
安心感を創出していく必要がある。

実績値

Ｈ25 14.8 14.8 99.6

495,361 18.9 479,209 18.4 96.7

Ｈ25 388,806 387,293

Ｈ28 88.6

2,601,531

※2（Ａ）及び（Ｃ）は施行期間の事業費合計であり、（Ａ）のＨ25とＨ26は予算額ベー
ス、（Ｃ）のＨ25とＨ26は決算額ベースで積算している。

達成(Ｄ/Ｂ)

-

Ｈ26 33.7

　事業計画変更を経て、地権者への仮換地説明会等を実施し、地区内の仮換地指定率：100％を達成し
た。
　また、設計業務、宅地造成及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、都市基盤の復興に
向けた事業の推進が図られた。

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

14.8 99.6

Ｈ26

目標値

Ｈ27 74.1 -

-
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下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

【H26年度事業実施概要】

設計業務 換地設計一式、実施設計一式　他

用地買取 1,953.27㎡

移転補償 建物：16件、工作物：3件

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※1　目標値及び実績値については、累計値としている。

（成果指標積算） 施行期間：Ｈ25年度～Ｈ29年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％1,509,468

計画事業費
計(Ａ)

実質事業費
計(Ｃ)

1,505,635

※2（Ａ）及び（Ｃ）は施行期間の事業費合計であり、（Ａ）のＨ25とＨ26は予算額ベー
ス、（Ｃ）のＨ25とＨ26は決算額ベースで積算している。

66.9 66.7 99.9

Ｈ27 93.0 - -

885,451,498 884,413,346 869,431,844 14,981,502

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

成果に係る評価

　被災された方々が、一日も早く安全安心な住宅地としての生活基盤を構築し、再建できるよう、土地
区画整理事業を推進してきた。
　今後、来街者との間の交流を促し、活気ある商店街を再生する必要がある。また、まちの軸となる道
路を拡幅することで、高台への避難路としての機能を確保する。同時に、地域の内外において住宅に困
窮する世帯への復興公営住宅の建設を促進することにより、地域への定住人口の増加を図る。

Ｈ26

8.0 97.7Ｈ25 123,974 8.2 121,177

99.958.7884,41458.7885,451

成　　　　果

　地権者への仮換地説明を実施し、地区内の仮換地指定率：100％を達成した。
　また、設計業務、宅地整地及び道路築造工事、用地補償等を実施することにより、都市基盤の復興に
向けた事業の推進が図られた。

目標値
区　　分

成　果　指　標
達 成 率

年度 計画額（Ｂ） 目標(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｄ) 実績(Ｄ/Ｃ) 達成(Ｄ/Ｂ)

Ｈ28

Ｈ29 100.0 - -

実績値

Ｈ25

98.4 - -

Ｈ26

8.2 8.0 97.7

公共施設等工事

目的及び事業内容

　被害が甚大であった中央一丁目地区では、市民の安全確保を第一に考え、多重防御による災害に強い
まちづくりを目指した住宅機能と商業機能の充実を図ることとしている。当地区は、地域住民からの早
期再建を望む声も大きいことから、土地区画整理事業の手法を用いて土地の再配置を行い、復興公営住
宅を整備して街なか居住を促進し、第二次緊急輸送路や避難路として位置づけられる門脇稲井線と一体
的な整備をすることにより、安全安心で秩序ある市街地の形成を図る。

　　施行面積：1.45ha

取　組　実　績

【認可関係】

・都市計画決定 Ｈ25年8月16日

・事業計画決定 Ｈ26年1月14日

宅地整地：123㎥、仮設工事一式
他

事業内容項目

実施計画
掲載ページ

Ｐ132、133 中　事　業 中央一丁目地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード
001-301-001-00708
001-301-001-00921

事　業　名
土地区画整理事業（中央一丁目地区）
街路整備事業（門脇稲井線）〔復興交付金〕

予
算
科
目

目 中央一丁目地区事業費 (  )

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 ) 減災まちづくりの推進

復
興
計
画

( 1 )
みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

第  章

6
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2回の事業計画変更を経て、下記のとおり業務及び工事等に着手・実施した。

→第1回変更：Ｈ26年10月8日

【H26年度事業実施概要】 →第2回変更：Ｈ26年12月8日

設計業務

用地買取

移転補償

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

※1　目標値及び実績値については、累計値としている。

（成果指標積算） 施行期間：Ｈ25年度～Ｈ32年度 （単位：千円）

％ ％ ％

％ ％ ％

※2（Ａ）及び（Ｃ）は施行期間の事業費合計であり、（Ａ）のＨ25とＨ26は予算額ベー
ス、（Ｃ）のＨ25とＨ26は決算額ベースで積算している。

8,862,839

計画事業費
計(Ａ)

実質事業費
計(Ｃ)

8,423,958

Ｈ25 78,000 0.9

788,175 9.4

97.6 -

Ｈ32 100.0 -

公共施設等工事

　地権者への仮換地説明を実施し、地区内の仮換地指定率：約68.3％を達成した（残りは防災集団移転
推進事業対象地）。
　また、設計業務、宅地造成及び移転補償等を実施することにより、都市基盤の復興に向けた事業の推
進が図られた。

Ｈ28 82.0 -

Ｈ31

地方債 その他 事業収入

1,225,799,684 788,174,352 788,174,352

64.3

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

成　　　　果

96.3

達成(Ｄ/Ｂ)

Ｈ30

成果に係る評価

　石巻漁港を活用する水産加工業等の集積を目指した産業ゾーンとして、宅地整備を行い早期再建事業
者のニーズに応えながら土地区画整理事業を推進してきた。
　今後、防災集団移転促進事業と連携し土地区画整理事業を進め、事業の進捗にあわせ企業誘致等を行
い産業集積ゾーンとして土地利用を推進する。

0.9 98.4

Ｈ26 1,225,799 13.8

Ｈ27 55.5 -

76,741

年度 計画額（Ｂ） 目標(Ｂ/Ａ) 決算額(Ｄ) 実績(Ｄ/Ｃ)

Ｈ25 0.9 0.9 98.4

Ｈ26 14.7 10.3 64.3

区　　分
成　果　指　標

達 成 率

Ｈ29 93.8 -

目標値 実績値

7

-

目的及び事業内容

　被害が甚大であった湊西地区は、安全の観点から非可住地とし、石巻漁港を活用する水産加工業等の
集積を目的とした産業集積ゾーンとして土地利用を推進する。既に操業再開している企業や早期再建を
目指す企業との合意形成を図りながら、道路や公園等の公共施設を整備する（防災集団移転推進事業と
同時施行）。

　　施行面積：40.4ha

取　組　実　績

【認可関係】

・都市計画決定 Ｈ25年6月21日

・事業計画決定

実施計画
掲載ページ

Ｐ132、133 中　事　業 湊西地区事業費（市街地開発事業特別会計）

事業コード
001-301-001-00707
001-301-001-00837

事　業　名
土地区画整理事業（湊西地区）
街路整備事業（湊中央線）〔復興交付金〕

2 項
被災市街地復興
土地区画整理事業費

第  節 ( 3 )

みんなで築く災害に
強いまちづくり

( 1 ) 都市基盤の復旧・復興

第  章

減災まちづくりの推進

(  )

復
興
計
画

がれき撤去と宅地造成：35,700㎡、
試験盛土；4,100㎥、用地管理他

換地設計一式、実施設計一式　他

事業内容

( 1 )

Ｈ26年1月14日

項目

4,088.27 ㎡

建物：2件、借家人：1件

予
算
科
目

1 款 市街地開発事業費
総
合
計
画

目 湊西地区事業費
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・ 都市計画決定 Ｈ25年10月22日

・ 事業計画認可 Ｈ25年11月25日

・ 用地取得完了 Ｈ25年12月23日

・ 実施設計完了 Ｈ26年 3月28日

・ １期工事請負契約Ｈ26年 5月 9日

・ ２期工事請負契約Ｈ26年12月19日

（土地利用計画）

・ 第1回進出企業公募 Ｈ25年7月10日～7月24日

・ 第2回進出企業公募 Ｈ27年1月15日～2月 6日 立地企業30社が決定

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

Ｈ27

目標値

100％

100％

64.0％ 64.0％ 100％

18.2％

－－

18.2％

達成率

面　積 15.5ha 5.6ha 21.1ha

種　別 業務用地 公共用地

実績等
区分

( 1 )

( 4 )

産業の活性化と新産業
の育成

0.4％ 0.4％

成果指標

Ｐ199 中　事　業

403,600,000

地方債国(県)支出金

須江地区事業費（産業用地整備事業特別会計）

事業収入

　河川堤防や高盛土道路整備などの復興まちづくり事業によって移転を余儀なくされる事業所等の移転
先の早急な確保に向けた事業を推進していく。

004-201-002-00529 事　業　名 内陸型産業用地整備事業〔復興交付金〕

予
算
科
目

1 目

1 款 第  章

1 項

総
合
計
画

須江地区事業費

未来のために伝統・文化を守
り、人・新たな産業を育てる

企業誘致と新産業の創
出

（単位：円）

産業用地整備事業費

産業用地整備事業費 第  節

(  )

復
興
計
画

( 2 )

513,164,907

成果に係る評価

事業コード

　津波浸水リスクを回避し、津波発生時においても産業活動と雇用を維持するとともに、災害からの復
旧・復興を推進するため、非浸水区域である須江地区に産業拠点を形成する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績
計

100％

　都市計画決定及び事業計画の認可を受け、Ｈ25年12月に用地取得、Ｈ26年3月に実施設計が完了、Ｈ
26年5月より造成工事に着手している。震災により移転を余儀なくされる事業所等の移転先の確保に向
け、事業の推進が図られた。

予算の執行状況
予算額

1,997,000,000

決算額の財源内訳

決算額

916,764,907

その他
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・ 実施設計完了 Ｈ27年 3月27日

（土地利用計画）

・ 第1回進出企業公募 Ｈ26年 7月 1日～7月31日

・ 第2回進出企業公募 Ｈ27年 1月15日～2月 6日 立地企業12社が決定

－－

達成率

Ｈ26

Ｈ27

目標値

100％

20％ 20％

業務用地 公共用地

実績等
区分

(  )

100％

面　積 1.7ha 0.8ha 2.5ha

中　事　業

地方債国(県)支出金

不動町地区事業費（産業用地整備事業特別会計）

事業収入

　河川堤防や高盛土道路整備などの復興まちづくり事業によって移転を余儀なくされる事業所等の移転
先の早急な確保に向けた事業を推進していく。

事　業　名 不動町地区産業用地整備事業

予
算
科
目

2 目

1 款 第  章

1 項

総
合
計
画

不動町地区事業費

（単位：円）

産業用地整備事業費

産業用地整備事業費 第  節

(  )

復
興
計
画

(  )

(  )

成果指標

成果に係る評価

事業コード

　河川堤防や高盛土道路等の復興まちづくり事業に伴って移転を余儀なくされている事業者、とりわけ
小規模事業者や職住一体を希望する事業者の移転先として、不動町地区に産業用地を整備・分譲するこ
とで、事業者の市外流出を防止し、安定した雇用の維持・確保を図る。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

計

　Ｈ27年3月に実施設計が完了し、Ｈ27度より造成工事に着手予定。震災により移転を余儀なくされる
事業所等の移転先の確保に向け、事業の推進が図られた。

種　別

予算の執行状況
予算額

35,900,000

決算額の財源内訳

決算額

34,554,600

その他

34,554,600
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1

・基本的な検査項目（全員に実施）

・

・

2

1

2

予
算
科
目

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1 目 特定健康診査等事業費 ( 3 )

(  )

国民健康保険事業の安定運営と高齢
者の医療保険制度の円滑な実施を図
る

(  )

1 項 特定健康診査等事業費 第 1 節
お互いに支えあい生活で
きる仕組みを構築する

(  )

安心して健やかに暮せる
まち

実施計画
掲載ページ

P54 中　事　業 特定健康診査等事業費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-002-001-00621 事　業　名 生活習慣病予防事業

復
興
計
画

目的及び事業内容

　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、糖尿病等生活習慣病の発症や重症化を予防することを目
的として、国民健康保険被保険者を対象にメタボリックシンドロームに着目した健診（特定健康診査）
を実施し、該当者に対し生活習慣病を改善するための保健指導（特定保健指導）を行うとともに、医療
機関と連携した保健指導の実施により生活習慣病重症化を予防する。

取　組　実　績

特定健康診査

(1) 対象者　　　　40～74歳の国保加入者

(2) 検査項目

　既往歴の調査、自覚症状及び他覚症状の有無の調査、血圧測定

　肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、尿糖・尿蛋白検査

・詳細な健診項目（国の基準該当者に実施)

　貧血検査、心電図検査、眼底検査

・追加健診項目（石巻市単独事業として実施)

　血清クレアチニン検査（全員）、血清尿酸検査（全員）、尿潜血検査（全員）、

　国の基準非該当者の心電図検査、眼底検査（希望者全員）

(3) 実施期間

Ｈ26年6月9日～Ｈ26年10月9日（市内の健診）

Ｈ26年4月1日～Ｈ27年3月31日（市外避難先での健診）

(4) 対象者及び受診者数　　　対象者数　33,302人　、　受診者数　13,199人（受診率39.6％）

特定保健指導

(1) 対象者　　　国の階層化による対象者（積極的支援、動機づけ支援）

(2) 実施期間　　　Ｈ26年8月～Ｈ27年3月

(3) 対象者及び実施者数　　　対象者数　1,775人　、　実施者数　379人（実施率21.4％）

成　　　　果

　東日本大震災により特定保健指導等実施率は大きく減少したことから、指導体制を整え保健指導を強
化したことにより実施率が改善した。

特定健康診査の受診率　　　　〜H25年度から第2期計画により実施〜

区　分 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

目　標 39.3％ 45.9％ 52.4％ 58.8％ 65.0％ 40.0％ 45.0％

実　績 46.9％ 44.0％ 42.3％ 37.6％ 39.4％ 39.4％ 39.6％

達成率 119.3％ 95.9％ 80.7％ 63.9％ 60.6％ 98.5％ 88.0％

　＊H20～Ｈ25は法定報告値。Ｈ26は年度内加入者を含む実施値。

特定保健指導の実施率　　　　〜H25年度から第2期計画により実施〜

区　分 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

目　標 17.2％ 24.1％ 31.1％ 38.0％ 45.0％ 20.0％ 30.0％

実　績 12.9％ 13.5％ 12.6％ 4.8％ 17.5％ 16.2％ 21.4％

達成率 75.0％ 56.0％ 40.5％ 12.6％ 38.9％ 81.0％ 71.3％

　＊H20～Ｈ25は法定報告値。Ｈ26は初回面接実施者（年度内加入者を含む実施値）。

成果に係る評価

　特定健康診査受診率は、震災以降横ばいが続いていたため、未受診者対策として個別通知と電話勧奨
を実施した結果、わずかに上昇した。また、併せて実施した意向調査では、「医療機関を受診している
から受診しない。」と回答した方が５４％を占めており、医療機関と連携した受診対策を考えていく必
要がある。
　特定保健指導実施率は、震災以降人員体制を強化したことにより向上が図られた。また、検査項目を
追加したモデル的な取組みを実施した結果、保健指導に成果が確認されたが、依然としてメタボ該当者
が多い状況であるため、保健指導の強化を図っていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

164,063,000 122,529,046 71,843,000 50,686,046
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１　実施期間　　H26年4月1日からH27年3月31日

２　受診実績

（１）　人間ドック　

　 2,578人

（２）　脳ドック

1,080人

1

Ｈ23年度は東日本大震災により実施せず。

Ｈ24年度は、H23年度と2か年分実施。

2

Ｈ23年度は東日本大震災により実施せず。

Ｈ24年度は、H23年度と2か年分実施。

地方債 その他 事業収入

40,933,000 25,242,226 25,242,226

78.5％

成果に係る評価

　人間ドック事業は、医療保険者に特定健康診査が義務付けられたＨ20年度以降も、健康支援対策とし
て実施しているが、受診率が低迷していることから、特定健康診査とあわせた効果的な保健指導に結び
つく方策を考えていく必要がある。

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金

達成率 76.5％ 65.0％ 83.1％

実績 19.9％ 16.9％ 21.6％ 20.4％

26.0％目標 26.0％ 26.0％ 26.0％ 26.0％

区分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

脳ドック受診率

達成率 82.5％ 68.7％ 79.0％ 78.0％

23.4％実績 26.4％ 20.6％ 23.7％

Ｈ26

目標 32.0％ 30.0％ 30.0％ 30.0％ 30.0％

成　　　　果

医療費の適正化に向けた対策として、疾病の早期発見及び治療の促進並びに生活習慣病の改善に寄
与することができた。

人間ドック受診率

区分 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

目的及び事業内容

　生活習慣病をはじめとする疾病等の早期予防、発見および治療の促進を図るとともに、生活習慣病の
改善や健康に対する意識の向上に寄与することを目的として人間ドックについては、国民健康保険に加
入している満40歳、45歳、50歳、55歳、60歳を対象とし、脳ドックについては、満45歳および満50歳を
対象に実施する。

取　組　実　績

対象者数 受診者数 603人

対象者数 受診者数 220人

実施計画
掲載ページ

P48 中　事　業 保健衛生普及費（国民健康保険事業特別会計）

事業コード 004-001-003-00073 事　業　名 国民健康保険人間ドック等事業

2 項 保健事業費 第 1 節
お互いに支えあい生活で
きる仕組みを構築する

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち 復

興
計
画

(  )

国民健康保険事業の安定運営と高齢
者の医療保険制度の円滑な実施を図
る

(  )

予
算
科
目

8 款 保健事業費
総
合
計
画

第 4 章

1 目 保健衛生普及費 ( 3 )
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130.3%

Ｈ24 140回

127.7%Ｈ26 140回 145回 103.6% 1,470人 1,877人

Ｈ25 140回 152回 108.6% 1,470人 1,916人

108回 77.1% 1,470人 1,236人

参加延人数
達成率

84.1%

目標値 実績

( 3 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

(  )

地域支援事業費

介護予防事業費

二次予防事業費

基
本
計
画

第 4 章

目標値 実績

介護予防事業

介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

　介護保険制度の改正により二次予防事業と一次予防事業が集約され新しく一般介護予防事業に変更さ
れたことに伴い、今後は事業の実施方法の見直しが必要である。

年度
開催回数

第 4 節

中　事　業 介護予防事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-003-00082 事　業　名

1 項

予算の執行状況
予算額

12,841,000

決算額の財源内訳

決算額

11,415,048 5,364,297

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

予
算
科
目

1 目

Ｐ69

　要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる高齢者（二次予防事業対象者）に対し、運
動機能の向上について理学療法士、運動指導員等による「介護予防教室」を実施する。

4 款

475,957

その他

5,574,794

地方債国(県)支出金 事業収入

　二次予防事業対象者把握事業で、運動機能低下の項目に該当した高齢者（二次予防事業対象者）に対
し、運動機能向上教室を実施した。
1　会　　場：市内14会場
2　回　　数：週1回の10回コース
3　参加人数：1会場、概ね15名

達成率

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

目的及び事業内容

　専門知識を有する業者へ委託し、要介護状態となるおそれのある「二次予防事業対象者」を対象に運
動機能の予防対策を実施したもので、要介護状態等となることの予防又は軽減が図られた。
　また、事業参加者に対して、「介護予防｣に関する啓発を図った。
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予算の執行状況
予算額

9,597,000

決算額の財源内訳

決算額

8,544,408 1,794,326

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　65歳以上の在宅一人暮らし高齢者等で、日常の食生活において支援が必要な方に対し、配食サービス
を提供し、併せて利用者の安否確認を行う。
　・利用者1人当たり週7回を限度とする。
　・1食（800円）につき、利用者と市がそれぞれ400円を負担する。目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災以降、事業者が3事業者であったが、新規事業所などの参入により5事業者にまで増加し、在宅で
食事の調理等が十分にできない独居又は高齢者のみの世帯に対し、見守りと栄養のバランスの取れた食
事を提供するなど、事業の充実を図ることができた。
　一方、沿岸部や半島部など、サービスを利用できない地域もあることから、今後も新規サービス事業
者の募集に努め、利用者の地域間格差の是正に努める必要がある。

実績

　在宅の独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行ったことによ
り、高齢者自身が望む自宅での生活を支援することができた。利用者からは、配達時の担当者との交流
で日々の生活に活気が生まれた等の意見をいただいた。

予
算
科
目

1 目

4 款 地域支援事業費

介護予防事業費1 項

総
合
計
画

( 3 )

復
興
計
画

3,545,929

地方債国(県)支出金

3,204,153

004-004-003-00079

利用延べ食数

目標値 実績 目標値

事業収入

二次予防事業費

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

利用実人数

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

1　在宅の独居又は高齢者のみの世帯に対し、食事を配達し、併せて利用者の安否確認を行った。

介護保険制度・介護予
防を充実する

Ｐ69 中　事　業 「食」の自立支援事業費（介護保険事業特別会計）

事　業　名 「食」の自立支援事業

2　事業利用者の地域的偏りを是正するため、登録事業者の年度更新に併せ、新規登録事業者の募集を
 行った。

年度

3

3

Ｈ24 193人 130人 34,850食 21,651食

Ｈ26 202人 135人 27,600食 21,292食

Ｈ25 202人 132人 27,600食 21,192食

5

達成率

67.4%

65.3%

66.8%

達成率

62.1%

76.8%

77.1%

委託
事業者数
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訪問延べ回数
訪問
指導員

5人

4人

4人Ｈ26 160人 81人 50.6% 1,087回

1,413回

Ｈ25 160人 81人 50.6% 1,092回

目標値 実績 実績

Ｈ24 160人 99人 61.9%

年度
訪問実人数

達成率

1,579,913

その他

（単位：円）

予算の執行状況
予算額

7,723,000

決算額の財源内訳

決算額

7,523,394

事業収入

予
算
科
目

1 目

事　業　名

成果に係る評価

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

事業コード

　療養上の保健指導が必要と認められる者及びその家族に対し、訪問指導員がその者の居宅に訪問し必
要な相談・指導を行うことにより、心身機能の低下防止と健康の保持増進を図る。

目的及び事業内容

　　地域包括支援センター等が作成した介護予防プラン等に基づき、以下の指導等を行った。

1 項

総
合
計
画

　訪問による個別相談・指導により、心身機能の低下防止及び健康の保持増進が図られた。

4 款

訪問型介護予防事業

1　介護を要する状態になることの予防

実施計画
掲載ページ

　訪問指導員の派遣

3,122,208

地方債国(県)支出金

2,821,273

2　要介護状態の軽減・悪化防止

3　家庭における療養方法

　閉じこもり、認知症、うつ等の恐れのある者又はこれらの状態にある高齢者を対象に、訪問指導員が
訪問することにより、必要な相談・指導を実施した結果、対象者の状態が改善されている。そのため、
目標値については、実態に合った見直しが必要である。

4　家庭における機能訓練の方法、住宅改修及び福祉用具の使用方法

地域支援事業費

介護予防事業費

( 3 )
介護保険制度・介護予
防を充実する

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

5　生活習慣病の予防

004-004-003-00080

Ｐ70 中　事　業 訪問指導員費（介護保険事業特別会計）

成　　　　果

取　組　実　績

(  )

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

6　関係諸制度の活用方法

二次予防事業費
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004-004-003-00083

決算額
予算の執行状況

10,890,000

成果に係る評価

成　　　　果

　65歳以上の高齢者（要支援・要介護認定者を除く）に対し、市で実施する「特定健康診査」又は「健
康診査」と同時に行っているものと、65歳から74歳までの社会保険等の加入者に対しては単独として、
それぞれに基本チェックリストを配付、回収し、その結果により要介護状態等となるおそれの高い状態
にあると認められる「二次予防事業対象者」の把握を行った。

3,860,299

　要介護状態等となるおそれの高い状態にあると認められる高齢者を早期に発見し、早期に予防するこ
とを目的に、日常生活の状況に関する25項目からなる「基本チェックリスト」を配付、回収、分析し、
二次予防事業対象者を決定する。

4 款

1

決算額の財源内訳

地方債

事業コード 二次予防事業対象者把握事業

　要介護状態等にならないよう、基本チェックリストを実施し二次予防事業対象者を早期に発見し介護
予防教室等へつなげられた。
　なお、この事業は介護保険制度改正により平成26年度で廃止となるが、今後は地域包括支援センター
が基本チェックリストを活用し、適切なサービスにつなげていく。

　要介護状態となるおそれのある「二次予防事業対象者」を把握し、要介護状態とならないための「運
動機能向上」、「栄養改善」、「口腔機能向上」を重点とする介護予防事業を実施した。

Ｈ26 109.5% 97.6%

達成率

予
算
科
目

1 目

基
本
計
画

取　組　実　績

事　業　名

項

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

地域支援事業費

10,294,130

事業収入

2,161,767

その他

4,272,064

国(県)支出金

予算額

（単位：円）

( 3 )

介護予防事業費

二次予防事業費 (  )
介護保険制度・介護予
防を充実する

第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

第 4 章
安心して健やかに暮ら
せるまち 復

興
計
画

二次予防事業対象者把握事業費（介護保険事業特別会計）

(  )

Ｐ70 中　事　業

(  )

目標値 実績 目標値 実績

15,070人 16,503人

14,128人 94.6% 2,940人

3,820人 3,730人

13,239人 88.3% 2,880人 3,319人

3,566人 121.3%

Ｈ24 15,000人

年度
生活機能評価実施者数

(基本チェックリスト実施者数) 達成率
二次予防事業対象者数

115.2%

Ｈ25 14,930人
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　平成26年度交付対象団体：7団体

  延利用者数：4,213人

  平成26年度補助金交付額：4,971,340円

第 4 章

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

Ｐ71 中　事　業

介護保険制度・介護予
防を充実する

(  )

004-004-003-00103 事　業　名 ミニデイサービス支援事業

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

(  )

安心して健やかに暮ら
せるまち

2,063,107

地方債国(県)支出金

1,864,253

ミニデイサービス支援事業費（介護保険事業特別会計）

事業収入

1 項

総
合
計
画

一次予防事業費

(  )
予
算
科
目

2 目

4 款 地域支援事業費

介護予防事業費

成果に係る評価

事業コード

　高齢者に対し、地域の集会所・家屋等を利用しながら、小規模にデイサービス事業等の福祉サービス
を提供する個人又は団体に対し、補助金を交付する。
　補助金額は、利用者1人当たり1回の利用につき、1,180円とする。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　震災後の生活環境の変化により、心身機能の維持、向上、社会的孤立感の解消、地域の支え合いがよ
り必要となっており、地域での身近な小規模デイサービスの役割は重要となっている。ミニデイサービ
ス事業者（団体）に対して補助金を交付し支援することにより、きめ細やかな福祉サービスを提供する
ことができるため、事業の継続は必要である。

　補助金を交付することにより、サービス提供事業者が円滑に事業運営することが可能となり、サービ
ス利用者についても、ミニデイサービスを利用することで心身機能維持や介護予防の意識向上が図られ
た。

予算の執行状況
予算額

5,440,000

決算額の財源内訳

決算額

4,971,340 1,043,980

その他

（単位：円）
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1 リーダー交流会（2回、56人参加）

2 遊びリテーショングループ事業の実施支援（登録数；20Ｇ、延べ158回、2,398人参加）

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

21 グループ

20 グループ

※スクエアステップとは;
　筑波大学で開発された横幅100cm、奥行き250cmの面を25cm四方の升目（スクエア）に区切った
マットを利用しステップを踏むエクササイズ。
　高齢者の転倒予防・要介護予防、認知機能向上、成人の生活習慣病予防等に効果が期待される。

　リーダー研修会は、登録していないグループのリーダーにも参加を呼びかけ、高齢者の閉じこもり、
介護、認知症予防につとめている。
　Ｈ26年度は、登録グループ数がＨ25年度と比較して1グループ減少したため参加延数は減少したが、
登録しなかったグループは、ダンベルの自主グループとして継続している。
　

登録
グループ数

21 グループ

2,500人 2,398人 95.9％

2,434人 97.4％

目標 実績等

その他

151回

　遊びりテーション事業については、介護保険法の改正による予防・日常生活総合支援事業の枠組みの
中で、ミニデイサービスや生きがいデイサービス、民生委員によるサロン活動等他の高齢者の介護予防
事業と合わせた整理を検討し実施していく必要がある。

2,200人 2,422人 110.1％

事業収入

158回

（単位：円）

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債

134,000 97,000 36,375 40,255

成果に係る評価

予算の執行状況
予算額 決算額

成　　　　果

開催回数

165回 2,500人

20,370

目的及び事業内容

　家に閉じこもりがちな高齢者などが、身近に集まれる場を市民自らが設けることができるよう支援す
ることで、高齢者の交流の場や機会を増やし、閉じこもりを予防することを目的とする。
　地域内の民生委員や町内会長、保健推進員等がボランティアとして、高齢者を対象に遊びリテーショ
ン事業として交流の場を定期的に開催し、手遊び、季節の行事やゲーム等、また保健師等による健康講
話など、楽しみながら交流できる場を提供している。

取　組　実　績

区分
参加延人数

達成率

 Ｈ26年度は筑波大学と東北福祉大学の支援により、スクエアステップのフォロー研修及び、各グ
ループの活動状況を報告しグループ活動の活性化を図った。

　ゲーム等レクリエーション等自主的に実施できている内容に加え、健康に関する講話やスクエア
ステップ、ダンベル体操等の運動を実施し、包括支援センター、運動普及リーダー等とも連携して
各グループの継続的な実施を支援した。

復
興
計
画

実施計画
掲載ページ

Ｐ68 中　事　業 遊びリテーション事業費

安心して健やかに暮らせ
るまち

事業コード 004-004-003-00047 事　業　名 遊びリテーション事業

1 項 介護予防事業費 第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

(  )

(  )

介護保険制度・介護予防
を充実する

(  )

予
算
科
目

4 款 地域支援事業
総
合
計
画

第 4 章

2 目 一次予防事業費 ( 3 )

- 384 -

Ｈ24

Ｈ25

Ｈ26

　健康寿命を長く保つために、元気な高齢者の増加をめざし、生活習慣病の予防、介護を要する状態に
なることの予防のために、高齢者の健康意識の向上を図ることを目的とする。
　各地域へ保健師や栄養士が出向き、認知症予防、運動や食生活等への健康に対する意識の向上や主体
的かつ継続的に健康づくりに取り組めるよう、高齢者のための健康づくり教室及び相談会を開催してい
る。

　各地区、仮設集会所等で高齢者を対象に、保健師・栄養士等による健康教室、運動教室を実施。

　各地区、仮設集会所等で高齢者を対象に、保健師･栄養士等による健康相談を実施。

参加延人数

1,842人

2,102人

　各地区、介護予防を目的に、健診を活用した生活習慣病の予防、運動の普及、食生活、歯科保健等に
ついて健康教育、健康相談を行い、健康の維持増進、要介護状態等の予防の一助となった。

健康教育
開催回数

391回

500回

391回

健康相談
開催回数

254回

261回

298回

予
算
科
目

4 款 地域支援事業
総
合
計
画

第 4 章

2 ( 3 )

安心して健やかに暮らせ
るまち

(  )

(  )

高齢者のための健康づくり事業費

介護保険制度・介護予防
を充実する

(  )

項 介護予防事業費 第 4 節

事業コード 004-004-003-00048 事　業　名 高齢者のための健康づくり事業

復
興
計
画

1
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

実施計画
掲載ページ

Ｐ69 中　事　業

目的及び事業内容

目 一次予防事業費

取　組　実　績

1　高齢者のための健康づくり教室の実施

2　高齢者のための健康相談の実施

成果に係る評価

　震災後の仮設住宅での健康教育・健康相談会の開催は減少しているが、各地域での高齢者を対象とし
た健康教育・健康相談の要望が増えている。
　今後は地域包括支援センターや関係機関と連携しながら、仮設集会所や各地域の他、復興住宅集会所
等での新しいコミュニティにおいても健康教室や健康相談会等を開催し、健康づくりへの意識を高め、
生活習慣病重症化予防及び介護、認知症予防を強化していく必要がある。

成　　　　果

区分
参加延人数

目標

2,000人

2,100人 407.3％

予算の執行状況

（単位：円）

予算額 決算額

決算額の財源内訳

国(県)支出金 地方債 その他 事業収入

92,000 54,156 20,309 22,475 11,372

達成率
実績等

4,871人 243.6％

8,553人

1,696人2,100人 6,403人 304.9％
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2　地域介護予防教室（地域包括支援センターで実施）
　(1) 対 象 者：65歳以上の高齢者
　(2) 回　　数：年12回を上限に、12地域包括支援センターで実施
　(3) 参加人数：1回／概ね10名

Ｐ71 中　事　業 介護予防フォローアップ事業費（介護保険事業特別会計）

004-004-003-00084 事　業　名 介護予防フォローアップ事業

(  )

(  )

第 4 章

第 4 節

( 3 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

4 款 地域支援事業費

介護予防事業費

地方債国(県)支出金

4,394,746

一次予防事業費

(  )

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　介護予防フォローアップ教室は、専門知識を有する業者へ委託し、自分にあった介護予防法を見つけ
自立した生活を行うことができるよう支援を実施した。
　また、地域介護予防教室では、参加者自らが普段から自分にあった介護予防法を実施し、生活機能低
下の防止、要介護状態とならないよう意識付けすることができた。

1 項

総
合
計
画

予
算
科
目

2 目

成果に係る評価

事業コード

　65歳以上の高齢者（一次予防事業対象者）に対し、地域包括支援センターが管轄する地域において、
介護予防の啓発、普及等を図るため、地域介護予防教室を実施し、参加者自らが自分の生活を振り返る
機会を作り、自分にあった介護予防方法を生活に取り入れ、生活機能の低下防止につなげることを目的
とする。目的及び事業内容

事業収入
予算の執行状況

目標値

予算額

12,629,000

決算額の財源内訳

Ｈ24

決算額

11,719,322 2,461,058

その他

（単位：円）

4,863,518

252回 229回

年度
開催回数

達成率
参加延人数

達成率
実績 目標値 実績

90.9% 2,650人 2,863人

　地域介護予防教室では,年12回の上限以上に実施していることが多いことから上限の拡充や、介護保
険制度の改正により二次予防事業と一次予防事業が集約され、新しく一般介護予防事業に変更されたこ
とに伴い、今後は事業の実施方法の見直しが必要である。

88.4%432回 293回 67.8% 4,320人 3,820人

Ｈ25 108.0%

115.2%

1　介護予防フォローアップ教室（運動機能向上・栄養改善・口腔機能向上）
　(1) 対 象 者：前年度「介護予防教室」に参加した高齢者や基本チェックリストを実施し「栄養
　　　　　　 　改善」、「口腔機能」の項目に該当した高齢者（二次予防事業対象者）を対象
　(2) 会　　場：市内14会場
　(3) 回　　数：週1回の8回コース
　(4) 参加人数：1会場、概ね20名

Ｈ26 256回 250回 97.7% 2,650人 3,053人
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　在宅での介護家族の精神的、経済的負担の軽減を図るため、介護用品支給事業を実施した。
　支給券該当者数については前年度と比較し横ばいであるが、支払い実績については、前年度と比較し
減少した。

達成率 91.8% 105.5% 105.0%

計 349人 401人 399人

目標値

任意事業費

(  )

(  )

(  )

380人 380人 380人

5,000円券 155人 159人 143人

2,000円券 194人

( 3 )

Ｈ24 Ｈ26

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

介護保険制度・介護予
防を充実する

Ｐ69 中　事　業 介護用品支給事業費（介護保険事業特別会計）

1,692,500

地方債国(県)支出金

5,077,500

1　介護用品支給券の支給

1　支給券該当者

区分 Ｈ25

包括的支援事業・任意
事業費

第 4 章

第 4 節

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

　Ｈ26年度は、該当者数はほぼ横ばいであったが、支払実績は前年度比70万円強の減額となった。これ
は、2,000円券該当者は増加しているが、5,000円券該当者が減少したことが影響したと考えられる。
　要支援・要介護認定者数が年々増加していることから、当該事業対象者についても増加していくもの
と推測されるため、介護用品支給券を支給することにより、居宅で介護を行う家族の経済的負担が軽減
されるよう、今後も事業を継続していくことが重要である。

2 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

　(1) 要介護4・5　紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋、清拭剤及びドライシャンプー

　(2) 申請者に対して、該当・非該当の決定をし、該当者については、介護用品支給券を交付した。

004-004-003-00078

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

事　業　名 介護用品支給事業

　(1) 平成25年度該当者に対して、平成26年度分の申請勧奨を実施した。

2　支給対象用品

その他

（単位：円）

事業収入

成果に係る評価

事業コード

　市内に住所を有し、市民税非課税世帯で介護保険の認定を受け、介護用品が必要な65歳以上の高齢者
を介護している家族に対し、介護用品を購入できる介護用品支給券を支給することにより、本人及び家
族の精神的、経済的負担の軽減を図る。

　支給額：要支援から要介護3　高齢者一人当たり月額2,000円
　　　　　要介護4・5　高齢者一人当たり月額5,000円

目的及び事業内容

　(2) 要支援から要介護3　紙おむつ、尿取りパット

Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26

予算の執行状況
予算額

10,062,963

決算額の財源内訳

決算額

8,569,620 1,799,620

8,569,620円支払い実績 7,935,962円 9,275,719円

242人 256人

2　支給券支払実績

区分
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Ｈ26 90.0% 10人 2人(常駐1人)

Ｈ25

年度 入居率

Ｈ24 80.0% 8人

予算の執行状況
予算額

2,043,981

決算額の財源内訳

決算額

2,040,056 434,574

その他

（単位：円）

成果に係る評価

事業コード

　流留地区県営住宅に設置されている高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）に生活援助員を派遣
し、居住している高齢者に対し、生活指導や相談対応、安否確認、一時的な家事援助及び緊急時の対応
等のサービスを実施する。

目的及び事業内容

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

　高齢者単独世帯の増加や地域のつながりの希薄化が進み、高齢者の閉じこもりや孤独死等の問題が増
加している。生活援助員が安否確認や一時的な家事援助などの生活支援を行うことにより、入居者が閉
じこもることなく安心して暮らすことができていることから、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦ができ
る限り自立し、安全で快適な生活を営むために必要である。

2　委託業者による休日、早朝及び夜間の緊急通報対応業務を行った。

事　業　名

2 項

総
合
計
画

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

包括的支援事業・任意
事業費

396,749

地方債国(県)支出金

1,208,733

任意事業費 生活支援を充実する

Ｐ65 中　事　業

004-004-002-00075

事業収入

高齢者世話付住宅事業費（介護保険事業特別会計）

(  )

(  )

(  )

第 4 章

1　シルバーハウジング入居者に対し、生活指導や相談対応、安否確認、一時的な家事援助及び緊急時
 の対応等を行った。

第 4 節

( 2 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮ら
せるまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

高齢者世話付住宅事業

派遣人員

10戸

10戸

入居者実人員

　生活援助を行ったことにより、入居者が日々の生活を安心して送ることができた。

2人(常駐1人)

100.0% 10人 2人(常駐1人)

10戸

8戸

10戸

9戸

戸数 入居戸数
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住宅改修支援事業費補助金交付一覧

年度

Ｈ24

Ｈ25

目標

Ｈ26

【参考】住宅改修件数

Ｈ24

Ｈ25

件数

437件

111%

57%

433件

406件40,000円

予算の執行状況
予算額

70,000

決算額の財源内訳

決算額

40,000 8,400

（単位：円）

7,900

成果に係る評価

事業コード

　住宅改修により生活環境を整備することで、安全で安心な生活を送ることができるよう、居宅介護支
援及び介護予防支援の提供を受けていない要介護被保険者等に対して、住宅改修支援業務を行った介護
支援専門員等が属する事業者に補助を行うものである。

目的及び事業内容

004-004-002-00076

35件

35件

35件 20件Ｈ26

地方債国(県)支出金

23,700

事　業　名

その他

78,000円

　介護保険住宅改修支援事業を継続的に実施することで、要介護状態等になっても、住み慣れた地域で
在宅生活を送ることができるよう支援することができた。

年度

48%

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

住宅改修支援事業

39件

17件

補助金額実績 達成率

住宅改修支援事業費（介護保険事業特別会計）

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

2 項

総
合
計
画

( 2 )

安心して健やかに暮ら
せるまち

生活支援を充実する

包括的支援事業・任意
事業費

事業収入

　要介護被保険者等からの依頼を受け、介護支援専門員等が住宅改修に必要な理由書等を作成する支援
業務として、1件当たり2,000円の補助金を交付した。

34,000円

Ｐ65 中　事　業

(  )

第 4 章

第 4 節
安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

　介護支援専門員等が属する各事業者に対し補助を行うことことにより要介護被保険者等の生活環境の
充実と介護保険サービスの利用促進が図られた。

復
興
計
画

任意事業費

(  )

(  )
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1　対象者

2　事業内容

　平成26年度は、成年後見制度の市長申立について、審判の請求を10件行うことができた。

-

Ｈ26 10件 478,397円
介護老人保健施設1件、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ3
件、入院中2件、養護老人ﾎｰﾑ1件、在
宅生活者3件

1件 220,000円

Ｈ25 9件 416,030円
特養老人ﾎｰﾑ1件、ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ5件、ｻｰﾋﾞ
ｽ付高齢者住宅1件、有料老人ﾎｰﾑ1件、
入院中1件

0件

Ｈ24

(2) 成年後見人等への報酬に関し、必要に応じて助成金を交付した。

1件 7,950円

事業費

3件

内訳事業費

(1) 事理を弁識する能力の程度が低い者

(2) 生活状況及び健康状況が不十分である者

(3)

助成件数

　申立状況

(  )

配偶者及び四親等内の親族による保護の可能性が低い者

成年後見制度利用支援事業事　業　名

後見人報酬の助成

第 4 節

( 4 )

復
興
計
画

安心して健やかに暮らせ
るまち

安心と誇りを持って住み続け
られる高齢者福祉を充実する

Ｐ72 中　事　業

(  )第 4 章

(  )
包括的支援事業・任意
事業費

国(県)支出金

283,450

成年後見制度利用支援事業費

認知症高齢者と家族を支
援する

事業収入

項

総
合
計
画

任意事業費

実施計画
掲載ページ

　成年後見制度の市長申立は、認知症等の影響により判断能力を無くした高齢者に対し、支援する親族
がいない場合に行うものであり、成果を追求するものではない。
　なお、高齢単身者及び高齢者のみ世帯の増加に併せ、親族間の希薄化も一層進むことが考えられるこ
とから、虐待防止センターとの連携や、業務委託や検討会議の設置など事業実施体制の充実に努めた。

予
算
科
目

3 目

4 款 地域支援事業費

2

　身近に協力者のいない判断能力が不十分な高齢者の福祉の増進が図られた。

事業コード

　老人福祉法に基づき、65歳以上の者につきその福祉を図るため特に必要があると認めるときは、市長
が家庭裁判所に対し、成年後見の開始に係る審判の請求を行う。

目的及び事業内容

94,483

地方債

(4) 行政等が行う各種施策及びサービスの利用並びに日常生活上の支援が必要な者

004-004-004-104

決算額の財源内訳

決算額

478,397 100,464

その他

（単位：円）

0件 -

審判の請求に要した費用について、必要に応じて市が負担した。

--0件

754,000円在宅生活者1件

年度
申立件数

予算の執行状況
予算額

2,237,600

成果に係る評価

成　　　　果

取　組　実　績

　判断能力が不十分な認知症高齢者、知的障害者、精神障害者等の福祉の増進を図るため、家庭裁判所
に対して成年後見の開始に係る審判の請求等を行った。

成年後見市長申立

(1)

Ｈ23
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東日本大震災により、壊滅的な被害を受けた石巻市立病院の再建整備を行う。

石巻市立病院再建整備のため、設計・建設工事を実施した。

1 石巻市立病院建設工事設計業務委託

(1)　契約日 平成24年11月22日

(2)　工期（履行期間） 平成24年11月22日　～　平成26年 5月30日

(3)　契約金額 159,352,200円（うち当該年度支出額 111,932,200円）

2 石巻市立病院建設工事

(1)　契約日 平成26年 9月 1日

(2)　工期（履行期間） 平成26年 9月 1日　～　平成28年　6月30日

(3)　契約金額 11,894,256,000円（うち当該年度支出額 590,743,800円）

3 石巻市立病院建設工事監理業務委託

(1)　契約日 平成26年11月17日

(2)　工期（履行期間） 平成26年11月17日　～　平成28年　7月14日

(3)　契約金額 99,360,000円（うち当該年度支出額 4,968,000円）

石巻市立病院再建整備のための設計・工事の実施により、建設の推進が図られた。

平成28年夏頃の開院に向け、円滑な事業の執行管理に努める必要がある。

その他

（単位：円）

石巻市立病院整備事業P157

予算の執行状況
予算額

707,645,000

決算額の財源内訳

決算額

707,644,000

実施計画
掲載ページ

成　　　　果

取　組　実　績

成果に係る評価

事業コード

目的及び事業内容

小　事　業

6,164,709

予
算
科
目

2 目

1 款 資本的支出

建設改良費

建設改良費

1 項

第  章
市民の不安を解消し、これまでの暮
らしを取り戻す

迅速な生活・健康支援
と福祉・医療の確保

002-104-001-00376 事　業　名 石巻市立病院整備事業

地域医療の復旧・復興

第  節

(  )

復
興
計
画

地方債国(県)支出金

701,479,291

総
合
計
画

事業収入

(2)

(1)

(4)
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